
東洋学園大学 公的研究費不正防止に関する基本方針 

 

平成 27年 3月 26日策定 

令和 5年 1月 1日改定 

 

東洋学園大学は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

（平成 19年 2月 15日文部科学大臣決定、令和 3年 2月 1日改正）を踏まえ、公的研究費

の管理・監査に関して不正防止計画を策定、実施することにより、公的研究費の適正な運営

及び監査体制の徹底を図る。 

 

1.責任体制 

①最高管理責任者：学長 

【役割】機関全体の競争的資金等の運営・管理について、統括し最終責任を負う 

②統括管理責任者：副学長 着任者なき場合は理事長が任命 

【役割】最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運営・管理について機関全体を統括する

実質的な責任と権限を持つ 

③コンプライアンス推進責任者：部学部長、研究科長、センター長、統括管理責任者より委

嘱された者 

【役割】機関内の各部局等における競争的資金等の運営・管理について実質的な責任と権限

を持つ 

④コンプライアンス推進副責任者：各学科長、専攻長、センター主任、コンプライアンス推

進責任者より委嘱された者 

【役割】コンプライアンス推進責任者を補佐し、実質的な管理・指導等を行う 

⑤研究倫理教育責任者：副学長 

【役割】広く研究活動に関わる者を対象に、定期的に研究倫理教育を実施する 
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2.不正防止計画 

本学は以下の通り不正防止計画を実施する。なお、必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

（１）機関内の責任体系の明確化 

項目 不正発生要因 不正防止計画 

競争的研究等の運営・

管理に関わる責任体

系の明確化 

管理運営に関する

責任者の責任の範

囲と権限が曖昧な

状態である。 

 

・機関内における責任体制を周知するた

め、公的研究費のマニュアル内、公式ホー

ムページへの掲載等で周知徹底する。 

・最高管理責任者より不正根絶に向けた強

い決意を発信する。 

監事に求められる役

割の明確化 

不正防止に関する

内部統制の整備・

運用状況を機関全

体で確認する仕組

みが弱い 

公的資金研究費の不正防止に関する内部統

制の整備・運用状況についても、監事の監

査事項として位置付ける。 

 

（２）適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

項目 不正発生要因 不正防止計画 

コンプライアンス教

育・啓発活動の実施

（関係者の意識の向

上と浸透） 

・研究費の不正使

用等に対する関係

者の意識が低い。 

・研究費は公的資

金によるものとい

う意識、機関管理

が必要との認識が

不足している。 

・学内説明会を定期的に開催し、公的研究

費に関するルールを周知する。研究倫理教

育は原則として 5 年に 1 回開催する。新規

採用があった場合は、都度個別に説明会を

行い、研究倫理に関する理解を深める。 

・不正を防止する組織風土形成の為に啓発

活動を実施する。 

ルールの明確化・統一

化 

ルールが不明確

で、誤った運用を

されている。 

・公的研究費使用マニュアルにてルールを

明確に定め、ルールと運用の実態が乖離し

ていないか、必要に応じて見直しを行う。 

・競争的研究費等により、謝金、旅費等の支

給を受ける学生等に対してもルールの周知

を徹底する。 

職務権限の明確化 構成員の職務権限

不明確である。 

・公的研究費の事務処理に関する構成員の

権限と責任について、本学内での明確な合

意形成を図り、理解を共有する。  

・業務分担の実態と職務分掌規程の間に乖

離が生じないよう、適切な職務分掌を定め

る。職務権限に応じた明確な決裁手続きを

定める。 

 

 



項目 不正発生要因 不正防止計画 

告発等の取扱い、調査

及び懲戒に関する規

程の整備及び運用の

透明化 

不正が発生した場

合の告発等の手続

き、調査及び懲戒

等に関する規程が

不明確。 

不正行為への対応手順等を周知するため、

公的研究費のマニュアル内、公式ホームペ

ージへの掲載等で周知徹底する。 

 

（３）不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施 

項目 不正発生要因 不正防止計画 

不正防止計画の推進

を担当する者又は部

署の設置 

・不正発生要因を

把握する取組が出

来ていない。 

・不正発生要因を

把握してそれを防

ぐ計画の策定する

取組が出来ていな

い。 

・不正防止計画推進部署（研究倫理委員会）

を置く。 

・不正防止計画推進部署は、統括管理責任

者とともに不正発生要因の把握に努め、具

体的な対策を策定・実施、実施状況を確認

する。 

・監事や内部監査部門と連携し、必要な情

報提供、不正防止計画の策定・実施・見直し

の状況について意見交換を行う機会を設け

る。 

不正を発生させる要

因の把握と不正防止

計画の策定及び実施 

不正防止計画が大

学全体の取組とし

て行えていない。 

不正防止計画推進部署は、内部監査部門と

連携し、不正を発生させる要因を把握した

うえで不正防止計画を策定する。 

 

（４）研究費の適正な運営・管理活動 

項目 不正発生要因 不正防止計画 

予算執行状況の検証 

 

・予算の執行時期

に偏りがある。 

・出張履行状況、雇

用管理状況の把握

が不十分。 

・出張申請書、出張報告書の提出により、研

究と出張の関連の記載について徹底を努め

る。 

・雇用に関する管理は、各研究室でのアル

バイト従事者の勤務実態を把握するため、

履歴書・業績等の書類提出のほか、法令遵

守の誓約書を年度毎に徴収する。 

・年度末に物品購入が集中するため、予算

執行状況を管理部門（企画部、経理部）で定

期的に把握し、執行が遅れている研究者に

対し、研究計画の進捗状況をヒアリングす

る。 

・不要な物品購入を避けるため、研究費の

繰り越し・返還等の制度を周知する。 

 

 

 



項目 不正発生要因 不正防止計画 

不正関与取引業者へ

の対応 

研究者と業者の癒

着 

・1 個 10 万円を超える物品を発注する際

は、研究者による発注を不可とする。事務

局が適正価格を調査をした上で発注を行

い、納品物の検収、機器備品登録を行う。 

・研究者が購入した物品は全品検収とし、

事務局による検収を受けることを支払の条

件とする。 

・特定の研究室のみに取引実績のある業者

について、企業情報をチェックし、10万円

を超える物品に関しては、事務担当者より

発注、納品の確認、備品番号による管理を

徹底する。 

・公式ホームページ等で、不正行為を行っ

た取引業者への対応を掲載する。 

 

（５）情報発信・共有化の推進 

項目 不正発生要因 不正防止計画 

情報発信・共有化 

 

公的資金研究費の

不正防止の取組内

容の周知が徹底さ

れていない。 

公的研究費の適正な管理運営及び不正防止

への取組に関する本学の方針、相談窓口等

をホームページで外部に公表する。 

 

（６）モニタリングの在り方 

項目 不正発生要因 不正防止計画 

内部監査の実施 チェック体制や内

部監査が機能して

いない。 

・内部監査室は不正防止計画推進部署との

連携を強化し、不正が発生しやすいリスク

に対してサンプルを抽出したリスクアプロ

ーチ監査を実施する。 

・内部監査の実施にあたっては、不正発生

要因に応じて、監査計画を随時見直し、専

門的な知識を有する者（公認会計士や他の

機関で監査業務の経験のある者等）を活用

して内部監査の質の向上を図る。 

・内部監査室は、監事及び会計監査人との

連携を強化し、定期的に意見交換を行う。 

・内部監査結果については、コンプライア

ンス教育及び啓発活動等で周知を図り、機

関全体としての再発防止の徹底を図る。 

以上 


